
令和２年度当初予算

【広島県平成30年７月豪雨災害復興基金充当】

19,000

項　　　　目 R2目標

ＢＣＰ策定事業者数 140（280）事 業 目 標

査定結果
要求どおり

0 0

0 0 0 0 14,000 0 0 0

0 0 0 0 26,000 0

県債 一般財源

0 0 0 0 26,000 0 0 0

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：中小企業振興費　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 緊急時レジリエンス環境整備事業（単県）

目　的
　平成30年７月豪雨災害での交通遮断等により，事業の停滞等が露見し，災害等の緊急時に強靭かつ柔軟な事業活動
ができる環境を整備する必要があることから，ＢＣＰ（事業継続計画）の策定が進んでいない中小企業等を対象に，
災害等の非常事態の中で，通常事業の早期復帰等を目指すためのＢＣＰの策定を支援することで，地域全体の経済活
動を維持する環境を整備する。

事業説明

　対象者

  県内の中小企業等

査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

26,000

26,000

14,000

（単位：千円）

成果目標

合　計

要 求 額

2,000

26,000

区　　分 内　　　容

ＢＣＰ策定指針,
マニュアル等作成

 ・ＢＣＭ活動に向けた，社内での取り組みのための指針・マニュアル
　 の見直し等を実施

ＢＣＰ・ＢＣＭ
（事業継続マネジ
メント）普及
フォーラム等

　・ＢＣＰの有効性の事例を交えて紹介し，ＢＣＰの必要性を説く経営者向
　　けフォーラム・セミナー
　・県内３か所（広島・呉，尾三，北部）　計１５回
　・参加者 ８４０人

5,000

ＢＣＰ策定支援講
座等

① ワークショップ形式の策定講座（ＢＣＰ文書化）
　・策定事業者１４０事業者
　・緊急時の体制整備，被害想定，事業の優先度の選定等最低限必要な内容
　　を検討し，ＢＣＰを策定
　・取引先等の関係事業者へのＢＣＰ策定の推進に向けたワークショップの
　　実施
② 机上演習等（ＢＣＭ活動の習慣化）
　・参加事業者１４０事業者（ワークショップ参加事業者）
　・付与した被害想定に対して，策定したＢＣＰの有用性等を確認・効果検
　　証
　・机上演習等の推進を目指すための社内教育の整備等についての助言相談
　　サポート



令和元年度２月補正

（単位：千円）

成果目標

　被災した中小企業等施設・設備の復旧事業の進捗率　100％（令和２年度末）
　（参考：累計交付決定者数　R元実績　643者，R2年度目標　644者）

内　　　容

○中小企業等が施設・設備の復旧に要した経費への助成
　・サプライチェーン構成企業など，複数の中小企業等からなるグループが
　　復興事業計画を作成し，県が認定した計画について，計画に該当する施
　　設・設備の復旧に要した経費を各中小企業等ごとに助成
　・対象者：中小企業等
　・対象経費：施設費，設備費等
　　（資材・工事費，設備調達や移転設置費等を含む）
　・補助率：中小企業等　3/4（国1/2，県1/4）
　　　　　　中堅企業等　1/2（国1/3，県1/6）
　・補助上限額：15億円

〇２月補正要求内容
　・公共工事の影響により今年度までに交付決定を行えなかった事業者（１
　　者）に対し，国の補正予算措置に対応し，令和２年度に交付決定を行う
　　ための予算を措置。
　※現在の平成30年度補正予算の繰越予算では，今年度中の交付決定が必要
　　となり，来年度交付決定を行うためには新たな予算措置が必要。

区　　分

中小企業等
グループ施
設等復旧整
備補助事業

合　　 　　計

○申請受付・処理業務の外部委託等
　  ・商工労働局に中小企業等復興支援チームを設置し，企業の早期復興を支援
　  ・大量の補助金申請を円滑に処理し，被災中小企業等の早期復旧に資するた
     め，申請受付・処理業務を外部委託し実施

２月補正
要求額

5,250

―

5,250

事業費　（単位：千円）

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：中小企業振興費
担当課 中小企業等復興支援ＰＴ

　対象者

　中小企業等

　事業内容

事業名 中小企業等災害復旧支援事業（一部国庫）

目　的

　平成30年７月豪雨により甚大な被害を受けた地域において，中小企業等グループが，県の認定を受けた復興事業計
画に基づき実施する施設復旧等の費用の一部を助成することにより，地域の経済・雇用の早期の回復を図る。

事業説明

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 5,250 3,500 0 0 0 0 0 1,750 0

0 0 1,700 50要 求 額 5,250 3,500 0 0 0

査定結果
要求どおり

0 0 0 0 0現計予算額 0 0 0 0

 



令和２年度当初予算

　

要求どおり

0 0 548 0 30,578

査定結果

前 年 度
当初予算額 31,126 0 0 0

0 0 635 0 29,968

0 0 635 0 29,968

要 求 額 30,603 0 0 0

査 定 額 30,603 0 0 0

県内大学生の県内就職者数 212人増（Ｈ27比） 700人増（Ｈ27比）

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

（上記UIJターン就職者数推計） 700人増（H26比） 550人増（H26比）

県外高校生の県内就職者数 16人増（Ｈ27比） 150人増（Ｈ27比）

県外大学生のUIJターン率　（関東・関西） 46.7% 38.4%

　　　　　　　　　　　　　　　 　　（中四国・九州） 67.8% 70.3%

合　　　計 30,603

成果目標
○ワーク目標

項　目 H30実績 R2目標

転出抑制

≪県内大学生対象≫
○マッチング機会の提供
　・インターンシップの促進
　・大学生と県内企業との交流会
○県内大学との連携による地元就職意識の醸成
　・学内での業界・企業研究イベント，経営者との交流会
○大学進学前の地元就職意識の醸成
　・地元企業による出前講座（高校生）

13,882

情報発信等

≪学生対象≫
○県内企業の魅力発信
　・県内企業の動画配信等サイトコンテンツの充実，メルマガ等での情報発信
　・大学低学年向け企業見学会（バスツアー）の拡充

8,217
≪企業対象≫
○セミナー開催等による中小企業の情報発信力・採用ノウハウの強化
　・企業経営者や採用担当者を対象とした採用力向上セミナー
○市町等との連携による中小企業の情報発信 等

（単位：千円）
区　　分 内　　　容 要求額

転入促進

≪県外大学生対象≫
○関東・関西圏
　・就職支援協定締結大学との連携によるマッチング支援
　　（企業説明会，業界研究イベント等）
  ・県外大学・大学生と県内企業との交流会
　・県事務所（東京・大阪）を活用した単独企業説明会
○中四国・九州圏
　・関係構築大学との連携によるマッチング支援
　　（企業説明会，業界研究イベント等）
≪県外高校生（就職者）対象≫
○九州の高校教員を対象とした県内企業説明会，中四国圏域高校への情報発信

8,504

　事業内容

支出科目 款：労働費    項：雇用対策費    目：雇用対策事業費　　　　　
担当課 雇用労働政策課

事業名 若年者就職による社会減対策事業（単県）

目　的
　県外大学生等のUIJターン就職及び県内大学生の地元就職を促進することにより，若年者人口の転出超過を解消
し，本県経済や地域活力の維持・向上を図る。

事業説明
　対象者
　県外大学生，県内大学生，県外高校生等



令和２年度当初予算

査 定 額

要 求 額

諸収入

　事業内容

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金

　女性の就業率向上のため，就業継続支援や再就職支援を行うとともに，女性管理職登用の促進に向けて，企業及び
女性に対して先進的事例の周知や人材育成を支援する。

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
事 業 費

項　目 H30実績 R2目標

事業目標 わーくわくママサポートコーナーにおける就職者数 254人 248人

―
（72.3％　H27実績）

ワーク目標
事業所の指導的地位に占める女性の割合 19.3% 30%

女性の就業率（25～44歳） 77.5%

　対象者

　女性従業員，離職中の女性，事業主，管理職

支出科目 款：労働費   項：労政費   目：労働福祉費　　　　　　　　　
担当課 働き方改革推進・働く女性応援課

事業名 女性の活躍促進事業（一部国庫）

目　的

　女性がその個性と能力を十分に発揮し，働き続けることができる社会の実現に向け，女性が働きやすい環境の整備
を進め，就業継続・再就職支援を行うとともに，女性の管理職登用の推進を図る。

事業説明

要求どおり

0 94,819

47,738 0 0 0 0 0 0 62,086

8,000 0 0 0 0

査定結果

0

県債 一般財源

8,000 0 0 0 0 0 0 94,819

前 年 度
当初予算額

102,819

102,819

109,824

（単位：千円）
区分 内　　　容 要求額

就
業
継
続
支
援

○県内の女性の就業率を高めるため，就業中の女性の職場定着や企業の女性に対する就業継続の
取組に対する支援の実施
・女性従業員に対する就業継続支援研修の開催
・企業内メンター養成研修の開催
・女性の就業継続取組支援につながる講座を企業内で実施（出前講座）

11,488

管
理
職
登
用
促
進

○県内企業における女性の管理職登用促進を図るため，企業の人材育成の取組を支援するととも
に，女性従業員のキャリア意欲喚起に向けた取組を実施
・女性管理職登用取組着手セミナーの開催
・管理職候補女性従業員に対する研修の開催
・管理職登用取組支援につながる講座を企業内で開催（出前講座）
・広島県女性活躍推進アドバイザーの企業派遣による個別支援
・女性管理職と働く女性が企業の枠を超えて交流するネットワークの構築
・先進的で活用度の高い女性活躍取組事例の収集・発信

38,586

再
就
職
支
援

○わーくわくママサポートコーナー（広島・福山）等において，女性の再就職を支援
・就職活動に関する相談対応，保育所情報等の提供，各市町での出張相談の実施
・職場体験機会の提供，就職応援セミナーの開催

52,745

合　　計 102,819



令和２年度当初予算

300件
(累計)事業目標

ワーク目標

一人当たりの年次有給休暇取得率

優良事例の見える化・情報発信件数 166件
（累計）

要求どおり

（単位：千円）

査定結果

0 87,834

39,494 0 0 0 0 1,572 0 47,142

0 0 0 0 0 2,301

県債

2,301 0 87,8340 0 0 0 0

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 一般財源

　事業内容

支出科目 款：労働費   項：労政費   目：労働福祉費　　　　　　　　　
担当課 働き方改革推進・働く女性応援課

事業名 働き方改革推進事業（単県）

目　的
　県民の仕事と暮らしの充実に配慮できる環境を実現するため，働き方改革に取り組む県内企業を支援することで，
企業における多様な働き方の広がりを促進する。

事業説明
　対象者
　県内企業

査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

90,135

90,135

88,208

31,724

16,393

区　　分 内　　　容

優良企業の取組事
例の見える化・情
報発信

○優良事例の創出・見える化
・県内経済団体の認定制度と連携して，認定メリット付与により，認定企業
数を増やし，その優良事例を県内企業に向けて効果的に情報発信
・経営的なメリットにつながる企業内での働きがい向上の取組を促進するた
め，必要な視点や優良企業の実践事例等を整理して見える化
・認定企業を対象に，取組ステップアップ支援のための勉強会を開催

要求額

33,937

行
動
の
後
押
し

経営者層へ
の働きかけ

○働き方改革・女性活躍推進員による直接アプローチ
　働き方改革・女性活躍推進員が，県内企業に対して直接アプローチし，経
営にプラスとなる事例等を届けるとともに，推進部署設置など企業の取組を
促進
○企業経営者勉強会（リレーセミナー開催）
　県内経済団体等と連携して，企業経営者等を対象に，専門家による講義，
認定企業による取組事例発表等を行う勉強会を県内全域で開催
○イクボスの普及拡大
　イクボス同盟活動の充実及び情報発信（イクボス同盟勉強会，イクボス推
進トークの開催，成果発表会）等

取組の導
入・実践支
援

○外部視点によるアドバイス
・取組ノウハウが不足している企業に外部アドバイザーを派遣し，取組の導
入支援（現状課題の把握・分析，改善提案等）を実施
・現場の管理職層の意識改革に課題を抱えている企業に外部講師を派遣し，
取組の導入支援（管理職層への研修，フォローアップ）を実施

○企業内推進人材育成支援
　自社内で取組を推進する人材を育成するため，取組の実践支援（講座・個
別相談・フォローアップ）を実施

機運醸成
○「働き方改革推進・働く女性応援会議ひろしま」と連携した活動
　応援会議の開催，関係団体との連携による企業への働きかけ （企業アプ
ローチ活動者向けのワークショップ開催）　等

合　　　計

8,081

90,135

成果目標
項　目 H30実績

49.9%

58.6%

6.2%労働時間週60時間以上の労働者の割合

多様な働き方制度等導入企業率（従業員数31人以上）

R2目標

80%

6.1%

60%
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　事業内容

支出科目 款：労働費  項：雇用対策費  目：雇用対策事業費
担当課 雇用労働政策課

事業名 中小企業人材確保支援事業（単県）

目　的

　県内企業の働き方改革を加速化させるため，働き方改革を進める上で「業務量に対する適正要員の確保」が大きな
課題となっている中小企業等に対して，人材確保に向けた取組を支援する。

事業説明

　対象者

　県内中小企業等，第二新卒者　等

成果目標

（単位：千円）
区　　分 内　　　容 要求額

奨学金返済支援

○従業員の奨学金返済を支援する中小企業等に対して，経費の一部を補助
　する。
　・補助対象企業：働き方改革に取り組んでいる県内中小企業等
　・補助期間：支援対象者１人につき最大３年間
　・補助額：働き方改革認定企業　　　従業員への支給額の1/2の額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上限額10万円/年）
　　　　　　認定企業以外の　　　　　従業員への支給額の1/3の額
　　　　　　働き方改革取組企業　　　（上限額6万円/年）

(債務28,380)
26,315

第二新卒就業支援

○県内企業への転職・就職を希望する第二新卒者と，人材を積極的に採用
　する県内企業とのマッチング機会を提供する。
　・市町と連携して，第二新卒者を対象とした合同企業説明会を開催
　・広島労働局や県内人材サービス企業との連携による求職者への
　　求人情報の提供

7,748

合　　　計 (債務28,380)
34,063

○ ワーク目標

項　目 H30実績 R2目標

多様な働き方制度等導入企業率（従業員数31人以上） 58.6% 80％以上

労働時間週60時間以上の労働者の割合 6.2% 6.1%

一人当たりの年次有給休暇取得率 49.9% 60%

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 （債務28,380
34,063 0 0 0 0 0 421 0

28,380)
33,642

12,348)
23,866

要 求 額 （債務28,380
34,063 0 0 0

査定結果
要求どおり

0
28,380)
33,642

前 年 度
当初予算額

(債務12,348
48,124 23,485 0 0 0 0 773

0 0 421

0



令和２年度当初予算

※財源は地方創生推進交付金を活用

実証実験参加者数 53者 200者（94者）

ひろしまサンドボックス推進協議会会員数 643者 1,500者（570者）

合　　　計 601,948

ひろしま
サンド
ボックス

推進協議会
の機能強化

育成支援 　専門家等によるセミナーの開催 8,500

実証支援 　県内外の大学・研究機関とのマッチングや通信事業者との連携による実証
実験の実施支援 46,900

ＡＩ人材育成 　大学生や高専生等を主な対象とした人材育成プログラムの実施【新規】 30,000

　首都圏スタートアップ企業等とのマッチングによる事業化の支援事業化支援 28,235

情報発信

（単位：千円）

区　　分 内　　　容 要求額

実証プラット
フォームによる
新たなソリュー
ションの創出

　県内外の企業・大学・自治体等，様々なプレイヤーの参画により，AI/IoT
を活用した実証実験を行い，県内へのノウハウや知見の蓄積を図るととも
に，行政課題や地域課題に対する新しいソリューションを創出する。
　 <事業費> 4.1億円（９プロジェクト）
　 <事務費> 5,092万円（プロジェクト管理等）

455,432

査定結果
要求どおり

0 500,597

237,769 0 0 0 0 1,371 0 367,077

100,000 0 0 0

100,000 0 0 0 0

実績

0 1,351

県債 一般財源

1,351 0 500,597

目標(R2単年度)

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 地域産業IoT等活用推進事業（一部国庫）【一部新規】

目　的

　AI/IoT等の新しいデジタル技術の活用による課題解決に向けた実証実験を県内外の民間企業等との共創により，広
島発の新たなソリューションの創出を目指すとともに，ひろしまサンドボックス推進協議会の機能を強化することに
より，AI/IoTの人材育成・集積を図る。

事業説明

　対象者

　県内外の企業・大学・自治体等

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

601,948

601,948

606,217

　メディアプロモーション等 32,881

査 定 額

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

○　ワーク目標

項目 H30 H30～R2



令和２年度当初予算

１　融資枠・預託額 （単位：千円）

２　預託運用事務費 （単位：千円）

〇預託融資制度の見直し

○事業目標
H30実績 R2目標

小口資金，無担保資金

セーフティネット資金(国)，倒産防止等資金(県)，緊急経
営基盤強化資金，借換資金，事業再生支援資金【新規】

創業支援資金,事業承継支援資金【新規】，事業活動支援
資金,新成長分野支援資金

雇用促進支援資金,働き方改革・女性活躍推進資金

124,563,000

53,700,000

70,863,000

要求額

新　規　融　資　枠　　　計

つ　な　ぎ　資　金　　　計

合　　　　　　　　　　　計

16,107,000

23,023,000

労働支援融資を利用する企業数

項目

信用保証料割引率の見直し・拡充

貸出利率の設定方法の見直し
事業再生支援資金の新設

事業承継支援資金の新設

設備資金利率の引下げの継続
無担保スピード保証融資制度の融資期
間の延長

一般資金，流動資産担保資金

要 求 額

融資枠 要求額
（預託額）

4,495,000

4,392,000

4,609,000

2,432,000

179,000

26,600,000

11,000,000

400,000

10,500,000

5,200,000

項目
産業支援融資を利用する企業数

資金区分

小規模融資

5,793

内　　　　容

　制度説明会開催，制度パンフレット作成　等

一般財源

5,265

資　　金　　名

40,304,948

39,135,793

39,135,793

事 業 費

0

040,301,372

39,130,5280

0

0 0 0 0

　県が金融機関に対して，融資原資の一部を無利子で預託することにより，金融機関の通常の貸出利率より低利で中
小企業へ資金を供給する。

一
般

経営安定融資

政
策

緊急対応融資

労働支援融資

産業支援融資

前 年 度
当初予算額

諸収入繰入金

融資利率を融資期間ごとに細分化
現行の経営改善支援特別資金を名称変更の上，常設化
産業支援融資に事業承継支援資金を新設するとともに，特に「事業承継特
別保証制度（仮称）」の適用を受け，かつ経営者保証コーディネーターの
確認を受けた場合の信用保証料を一部低減する料率を新設
産業支援融資及び労働支援融資の設備資金の貸出利率引下げを継続

融資期間の上限を１０年に延長

県債

039,130,5280

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：中小企業振興費　　　　　
担当課 経営革新課

事業名 預託制度運用費（単県）【一部新規】

目　的
　県内産業を支える中小企業に対して，民間金融機関では提供が困難な長期・低利の資金を，預託融資制度の運用を
通じて資金供給することにより，中小企業の資金調達の円滑化を図る。

事業説明

　対象者
　県内に事業所を有し，原則として引き続き１年以上同一事業（農林漁業，金融・保険業等を除く）を営んでいる中
小企業

査 定 額

成果目標

39,130,000

321社

査定結果
要求どおり

5,265

0 0 0 0 3,576

0 0 0 0

内容
割引率の配分を見直すとともに，産業支援融資・労働支援融資を対象に現
行よりさらに約１割低減した料率を新設

使用料・
手数料 財産収入

390社
2社 10社



令和２年度当初予算

（単位：千円）
区　　分 内　　　容 要求額

「イノベーション・ハ
ブ・ひろしま Ｃａｍ
ｐｓ」管理・運営事業

○　新たなビジネスや地域づくりなどに向けた取組として，多様な人材，
  資金，情報等を集積・結合し，新たなつながりやイノベーションが次々
  と生まれる好循環を創出する「常設の場」の管理運営を行う。
　・賃料，光熱水費，人件費（コーディネータ・受付）　等

38,360

査定結果
要求どおり

0 180,901

62,893 0 0 0 0 0 0 93,494

0 0 0 0 0 0

県債 一般財源

0 0 0 0 0 0 0 180,901

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 ひろしまオープン・イノベーション推進事業（単県）

目　的

　「イノベーション・ハブ・ひろしま Ｃａｍｐｓ」を中心に，企業や大学，金融機関，行政など様々なプレーヤー
が相互につながり，組織の枠組みを超えて出会い・交流等を行うことのできる取組や，強いリーダーシップを有する
人材の育成などを実施することで，地域において絶え間ないイノベーションが創出される生態系システムのような環
境・状況（イノベーション・エコシステム）を形成する。

事業説明

　対象者

　イノベーションの実現を目指す個人，県内企業，大学等

査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

180,901

180,901

156,387

ひろしまデジタルイノ
ベーション推進事業

○ ひろしま産学共同研究拠点(東広島市)のクラウド方式のスパコン等の
　共同利用施設｢ひろしまデジタルイノベーションセンター｣に係る運営，
　人材育成，利用促進，普及啓発等

88,718

ひろしまイノベーショ
ン・ハブ形成促進事業

○　イノベーションを促す機運醸成を図るイベントの開催
　・第一線で活躍する起業家等によるトークセッション　等
○　多様な参加者に向けた起業家育成プログラムの実施
　・ITエンジニア等を対象とする起業家育成イベント　等
○　異分野間交流イベントによる事業化の促進
　・事業化へ向けたチーム結成や支援者への接続などを促進

34,054

成長支援人材育成・派
遣事業 ○　中小企業成長支援人材の育成・指導人材の派遣 19,769

合　　　計 180,901

成果目標
○　ワーク目標
　・ひろしまイノベーション・ハブから様々な繋がりが創出されている。
○　事業目標

項目 H30 R2
実績 目標

　常設拠点（Ｃａｍｐｓ）を活用した事業化件数 10件 20件
常設拠点（Ｃａｍｐｓ）利用者数 10,376人 23,000人



令和２年度当初予算

※財源は地方創生推進交付金を活用

査定結果
要求どおり

0
123,900）

134,923
前 年 度
当 初 予 算 額

(債務102,300
186,916 45,790 0 0 0 0 8,461

0 0 6,502

0
102,300)
132,665

要 求 額 （債務123,900
199,836 58,411 0 0

0 0 6,502 0 123,900）
134,923査 定 額 （債務123,900

199,836 58,411 0 0

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

ワ
ー
ク

プロフェッショナル人材の正規雇用人数（H27～） 488人（162人） 642人（165人）

県内企業における高度で多彩な産業人材の育成人数（H28～） 130人（ 44人） 200人（ 43人）

受入理工系留学生の県内企業への就職者数（H25～） 25人（  6人） 40人（ 10人）

合　　計 (債務123,900)
199,836

成果目標

項目 ～H30 ～R2
実績(単年) 目標(単年)

イノベーション人材
等育成事業

○企業向け補助金
　新たな事業展開，競争力強化につながると見込まれる社員の国内外研修に
  派遣する費用等の支援
　・長期研修：補助対象経費の2/3以内，その他研修：補助対象経費の1/2以内
○個人向け貸付金
　広島県の産業発展に不可欠なイノベーションの創出に寄与すると認められる
  専門職大学院の課程等での修学に要する費用の支援
　・課程修了後，8年間県内企業等に就業した場合は全額返還免除
○経営マネジメント系講座の開催

(債務115,800)
79,828

広島県ものづくりグ
ローバル人材育成事
業

○産学官が連携して，アジアをはじめとする優秀な理工系留学生を受け入れ，
　ものづくり企業のノウハウを活かしたカリキュラムによる人材育成を実施
　・留学生への奨学金支給（10万円/月，負担：企業1/2・県1/2）
　・受入人数：最大9人/年

(債務8,100)
11,308

（単位：千円）
区　　分 内　　　容 要求額

プロフェッショナル
人材マッチング支援
事業

○プロフェッショナル人材戦略拠点の運営
　大都市圏等のプロフェッショナル人材と県内中小企業等をコーディネート
　・県内の受入企業の掘り起し（地域金融機関や地元経済団体等と連携）
　・大都市圏等の人材の掘り起し（民間人材紹介会社等と連携）
○人材受入コストの支援
　・対象費用：人材紹介会社へ支払う手数料の1/2を助成
　・1件当たりの上限額 100万円

89,526

○プロフェッショナル人材戦略拠点の機能強化【新規】
　・副業・兼業等多様な人材の活用を視野に入れたコンサルティング機能の強化 19,174

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　
担当課 産業人材課

事業名 イノベーション人材等育成・確保支援事業（一部国庫）【一部新規】

目　的
　高度な技術・技能や経営感覚を持ったプロフェッショナル人材などイノベーションを生み出す多彩な人材の育成と
集積等を推進し，企業の新分野への展開や地域産業の活性化等を図る。

事業説明

　対象者
　○県内に本社又は本店を有する中小・中堅企業等
　○資格・知識の習得後，県内企業の成長や県内産業の持続的発展に寄与しようとする者
　○アジアをはじめとする優秀な海外人材



令和２年度当初予算

区　　分 内　　　　容 要求額

①先端研究への支援
（国2/3）

○　「広島大学デジタルものづくり教育研究センター」を中心とした，
　産学の連携による先端研究への支援
○　海外機関との共同研究等に係る提携支援

758,250

　産学官で構成する会議体の下，大学での先端研究の環境整備の支援，研究成果を検証・実証する環境の整備，高度
専門人材育成の支援等を行うことで，ものづくりのバリューチェーン全体のデジタル化の推進に取組み，県内産業の
生産性向上と付加価値増大を図る。

査 定 額

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

（単位：千円）

②実証環境の整備
（国1/2）

○　開発した材料やシステムを実証・試作する環境（テストベッド）の
　整備
　・実証機器整備への支援

320,000

③人材育成
（国1/2）

※①～④の財源は，地方大学・地域産業創生交付金を活用

⑤その他事務経費
（県10/10） ○　旅費等の共通経費 4,243

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

④会議体の運営
（国1/2）

○　事業管理のための会議体運営
　　主宰者：広島県知事，事業責任者：マツダ㈱ 6,000

合計 1,145,493

○　広島大学，県立広島大学，広島市立大学等と連携した高度専門人材
　の育成
　・データサイエンス等に係る実践的な社会人向け教育プログラムのカ
　　リキュラム策定，実施
○　研究活動を通じた，学生等の問題可決型学習の実施

57,000

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」創出事業（一部国庫）

目　的

　産学官の連携の下，大学での先端的な研究及び高度専門人材の育成と地域の中核的な産業を結びつけることで，地
域産業の更なる振興と人材の育成及び集積の好循環を起こし，地域活力の向上と持続的な発展を図る。

事業説明

　対象者
　広島大学を中心とする県内大学等，産業界（人材育成の対象となる学生・社会人を含む。）

0 448,493

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

1,145,493

1,145,493

1,071,500

県債 一般財源

697,000 0

項　　　　目 R2目標

査定結果
要求どおり

0 448,493

699,200 0 0 0 0 0 0 372,300

697,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0

事 業 目 標

参　   　考

人材育成プログラム受講者における地元就職者数

モデルベース開発等の導入企業数（累計）

研究プロジェクトへの参画者数

エクステンション・プログラムの受講者数

輸送用機械器具製造業における製造品出荷額

輸送用機械器具製造業における雇用者数

―

20社

80人

36人

36,913億円

53,529人



令和２年度当初予算

※財源は地方創生推進交付金を活用

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

（債務15,000
298,088

（債務15,000
298,088

（債務15,000
306,647

区　　分 内　　　容 要求額

創業環境整備促進
事業

○　オール広島創業支援ネットワーク強化
　・ネットワーク協議会による支援体制強化
　・「ひろしま創業サポートセンター」による創業支援，創業後の成長支援
○　潜在的創業希望者の拡大
　・女性向け伴走型創業支援（先輩女性創業者による個別相談）
　・創業スーパースターターズによる意識啓発
　・創業フェスティバル（知事表彰，イベント）開催による機運の醸成

130,120

合　計 (債務15,000)
298,088

中小企業イノベー
ション促進支援事
業

○　チーム型支援
　・専門家チームによる集中支援
○　中小企業技術・経営力評価支援
　・技術・経営力の評価書を発行し，経営課題の解決を支援
○　サービス産業生産性向上支援
　・実践型現場改善ワークショップの開催
　・データ分析・活用支援
　・イノベーション創出スクールの実施

137,968

中小・ベンチャー
企業チャレンジ応
援事業

○　成長が期待できる案件を発掘し，専門家等からなるサポート体制により
　支援
○　新たなビジネスモデルによる具体的な取組に要する経費等を支援

(債務15,000)
30,000

成果目標
○　起業・創業の活発化

10,607 0

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：中小企業振興費　　　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 創業・新事業展開等支援事業（一部国庫）

目　的

　県内産業の付加価値の拡大や競争力の強化を図るため，イノベーション力の強化に注力し，絶えず新たなビジネス
が創出される環境づくりとボリュームゾーンである中小企業の新事業展開や生産性の向上を促進する。

事業説明

　対象者
　創業を希望する個人，県内企業等

0 0 0

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 一般財源

査 定 額

要求どおり

（単位：千円）

査定結果

0
15,000）
287,481

14,407 0 0 0 0 0 0
15,000）
292,240

10,607 0 0 0 0 0

県債

0 0
15,000）
287,481

事業目標 オール広島創業支援ネットワークの創業相談件数 3,009件 8,000件以上

目標
ワーク目標 開業率 3.7％ 10％以上

項目 H30 R2
実績

ワーク目標 一人当たり付加価値額 （H28）499万円 493万円以上
事業目標 実践型現場改善・データ活用分析ワークショップ取組事業者数 21社 30社

○　生産性の向上

項目 H30 R2
実績 目標
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（単位：千円）

35件
30件

県内企業の留置件数及び県外企業の誘致件数
本社・研究開発機能等の移転・拡充

H30年度実績
57件
14件

R２年度目標

0
(債務7,448,747

6,534,243 00 0

0

0

00
(債務1,228,540

5,412,906

　要求どおり

0

広島の魅力を発信す
るＰＲの強化

0 0

国　庫
支出金

分担金・
負担金

合　　　計

○　ワーク目標

要 求 額

款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　支出科目

　対象者

県内投資促進課

企業立地促進対策事業（単県）【一部新規】

事業説明

担当課

　県内外の企業に対し，今後投資拡大が予想される分野等に対して，重点的な誘致活動に取り組むとともに，企業
ニーズにあったインセンティブにより県内企業の成長を促進し，社会情勢の変動に対応できる産業基盤の構築，イノ
ベーションの起きやすい産業集積を図ることで，県経済の持続的な発展につなげる。
　また，市町との連携や民間遊休地の活用も図りながら県内外から企業を誘致することにより，雇用機会・税収の確
保及び県内企業の活性化を図る。

事業名

前 年 度
当初予算額

事 業 費

成果目標

目　的

0

(債務1,228,540
5,412,906

企業誘致活動

1,228,540)
5,412,906

事業費　（単位：千円）

　誘致対象企業，立地企業

　事業内容

一般財源諸収入

査 定 額

区　　分 内　　　容

0

使用料・
手数料

○留置を含めた設備投資等の助成制度
　・環境・エネルギー，医療・健康等先端分野への助成
　・老朽化した動力設備等の更新も含めた大規模設備投資への助成
　・基盤産業を幅広く支援するための助成（中山間地域を優遇）
　・県営産業団地等への立地助成
○「人」と「機能」に着目した助成制度
　・本社機能（本社，研究開発部門，研修施設等）を広島県内に移転・新
　　設した企業に対し，社員とその家族に係る転居費用及びオフィス改修
　　費や人材確保経費等の初期コストを助成
　※　外国企業の誘致促進の観点から，海外からの進出については助成制
　　　度の要件を緩和（新規雇用３人⇒１人）【新規】
　・情報サービス事業所に対し，オフィス賃料と通信回線使用料を助成
○産業用地の確保のための助成制度
　・市町が開発予定の産業団地に係る調査費及び造成費を助成
　・民間遊休地に対する助成制度等を新設した市町への助成

○企業訪問，現地案内
○企業誘致セミナーによるＩＴ企業等の誘致
○日本立地センターを活用した情報収集等
　・企業・他自治体の動向等情報収集，本県用地情報等の提供　など

○立地ガイド作成，動画制作等
　・生活環境を含めた本県の投資立地環境や産業団地，優遇制度の紹介
　・ＰＲ動画，全国誌への広告により広島の魅力を発信

繰入金

立地企業等への助成

査定結果

0 0 0 00

0

0

0

1,228,540)
5,412,906
7,448,747)
6,534,243

要求額

（債務1,228,540）
5,393,307

16,396

3,203

（債務1,228,540）
5,412,906

財　　　　源　　　　内　　　　訳

県債財産収入
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査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

109,216

109,216

99,061

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 次世代ものづくり基盤形成事業（単県）

目　的

　激変する事業環境下においても，本県ものづくり企業が持続的に競争優位性を確保できるようにするため，新技術
の創出に向けたシーズ探索や中小企業でのAI/IoT活用を支援するとともに，産学官連携の取組を支援することによ
り，将来に亘るものづくり基盤の形成を図る。

事業説明

　対象者

　自動車を中心とした本県の基幹産業を担う中核的な企業

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

○　ワーク目標

○　事業目標

項目 H30 R2
実績

0 0

県債 一般財源

0 0 0 0 0 0 0 109,216

査定結果
要求どおり

0 109,216

0 0 0 0 0 0 0 99,061

0 0 0 0

（単位：千円）
区　分 内　　　　　容 要求額

新技術トライアル・
ラボ運営事業

○　自動車メーカーのニーズに応じた技術シーズの探索・試作・基礎実
　験にサプライヤーと協働で取り組み，社会実装に向けた技術提案力強
　化を支援
○  CASE領域への対応に向けた戦略策定

34,058

自動車関連産業
クラスター支援事業

○　カーテクノロジー革新センターの運営を通じて，知のネットワーク
　構築，研究開発及び人材育成等を支援
 ・人材育成支援
 ・ベンチマーキング活動支援

55,041

サプライヤー技術革新
力向上事業

○　中小サプライヤー企業の付加価値創出や生産性向上等に関する支援
　・企業の課題に応じた専門家派遣
　・情報技術人材の育成
　・AI/IoT等の活用促進
　・通商条件・海外展開に関する情報提供

13,526

自動車産学官連携イノ
ベーション推進事業

○　広島大学，民間企業，広島県，広島市等で構成する「ひろしま自動
　車産学官連携推進会議」の活動を通じ，産学官連携による独創的技術
　の創出や人財育成等，地域の自動車産業の活性化に向けた取組を支援

6,591

合　　　　　　計 109,216

　・企業の研究開発に必要な環境が整備されて，新事業展開が活発に行われている。

応用・実用化研究等に移行した件数

目標(H30～R2累積)

7件 5件（16件）
※累積はH30実績値を反映。
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※財源は地方創生推進交付金等を活用

目　的

　観光立県ひろしまの実現に向けて，国内外の誘客促進，観光プロダクトの開発及び受入環境整備等に取り組むとと
もに，これまで以上に効果・効率的に観光振興を図るため，観光連盟において一元的に観光施策を実施し，本県の観
光産業の更なる成長を図る。

事業説明

　対象者

　観光客，市町，観光関連事業者，観光関係団体等

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：観光費   目：観光費　　　　　
担当課 観光課

事業名 観光地ひろしま推進事業（一部国庫）【一部新規】

国際プロモーション

○　デジタルマーケティングの手法を活用したプロモーション
　【新規】
○　航空会社や現地旅行会社等と連携した情報発信と商品造成・販売
　促進 等

186,917

プロダクト開発

○　外国人観光客を対象とした夜の観光プロダクト開発
○　県内周遊の促進や滞在時間の延長に向け，市町等が行う観光プ
　ロダクト開発への補助
○　MICE誘致に有効なユニークべニュー等のメニュー開発への支援

97,000

○　現代アートイベントの実施 153,980

（単位：千円）
内　　　　容 要求額

国内プロモーション ○　せとうち広島デスティネーションキャンペーンの実施
○　露出確保に向けたメディアを活用した情報発信 196,800

観光連盟ランニングコ
スト ○　観光連盟における人件費，事務費等のコスト 111,980

合　　　　計 966,722

成果目標

受入環境整備 ○　観光客の満足度向上に向けた観光地のトイレ整備
○　広島県地域通訳案内士育成研修 214,545

マーケティング調査等 ○　観光客の動向や施策効果を把握するための調査を実施 5,500

総観光客数 6,504万人 7,500万人 7,600万人

うち外国人観光客数 275万人 450万人 600万人

○ワーク目標
項目 H30年実績 R2年目標 R4年目標

観光消費額 4,023億円 5,150億円 5,400億円

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

776,234

要 求 額 966,722 61,799 10,461 372 0 0 0

査 定 額 966,722 31,555 10,461 372 0 0 0 148,100

101,600 575,383

査定結果
要求どおり

148,100 745,990

前 年 度
当初予算額 704,500 16,287 10,478 204 0 0 548
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査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

151,554

151,554

60,447

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：観光費   目：観光費　　　　　
担当課 観光課

事業名 海の道プロジェクト推進事業（単県）

目　的

　瀬戸内エリアが一体となって「瀬戸内ブランド」を確立することで，交流人口の拡大と地域経済の活性化を図る。

事業説明

　対象者

　瀬戸内地域の住民及び国内外の人々

首都圏等からの瀬戸内への来訪意向を持つ人の割合（DMO調査）

瀬戸内７県の外国人延宿泊者数

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

26.7% 50%

398万人泊 600万人泊

0 0

県債 一般財源

0 0 0 0 0 0 0 151,554

査定結果
要求どおり

0 151,554

0 0 0 0 0 1,296 0 59,151

0 0 0 0

（単位：千円）
内　　　　容 要求額

40,200

R2年目標
○ワーク目標

成果目標

項目 H30年実績

瀬戸内ブランドの形成

観光資産の魅力づくり

○　（一社）せとうち観光推進機構（せとうちDMO）の円滑な運営
　・インターネットを活用したマーケティング及び
　　プロモーション
　・観光プロダクトの開発と販売促進　　等

○　国際サイクリング大会の開催及び海外参加者の積極的誘致
　・開催期日：令和２年10月25日（日）
　・参加定員：3,500人
　・コース：全５コース
○　中国５県が連携した広域サイクリング振興
○　民間事業者と連携した「しまなみ海道」等プロモーション

111,354

合　　　　計 151,554
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（単位：千円）

要求どおり

0 0 0 0

要 求 額

前 年 度
当初予算額

(債務21,000

108,815 108,570

347 0

245

　事業内容

事業名

内　　　容区　　分

　医療機器等関連企業，医療機器等関連産業への新規参入企業，医療・福祉現場，医療・福祉系大学等

要求額

査定結果

00

15,000）

129,368
21,000）

0 0 0 0

0

目標
285億円 1,000億円

(債務15,000

129,715 0

支出科目

　対象者

医工連携推進プロジェクト･チーム

医療関連産業クラスター形成事業（単県）【一部新規】

事業説明

款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費
担当課

　医療関連産業クラスターの形成に向け，アクションプランの着実な実行と，ひろしま発のビジネス創出により，
県内医療関連産業の振興・集積を図る。

成果目標

目　的

 ○ 訴求力の高い実証フィールドの構築
　・広島市内基幹病院連携による臨床試験フィールドの構築　など
 ○ バイオデザインプログラムの推進【拡充】
　・産学官連携による広島大学「バイオデザイン共同研究講座」の運営
　・ひろしまバイオデザイン・フェローシップコースの実施による人材育成・
　　ビジネス創出

 県内企業の
 生産拡大

(債務15,000)
37,148

50,436

36,739

(債務15,000)
129,715

合　　　計

0 0 0査 定 額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

一般財源事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

(債務15,000

129,715

事業費　（単位：千円）

15,000）

財産収入 繰入金 諸収入 県債

129,3680 0 347

62社 100社

 ○ 県内企業による付加価値が高い製品開発
　・コーディネーター等による事業化支援
　・大学の技術シーズ，医療現場のニーズの活用
　・補助金による開発促進と外部資金の獲得支援
　　ひろしま医療関連産業創出支援事業費補助金
　　 【限度額】6,000千円/件,【補助率】1/2～2/3
　・総合技術研究所の保有技術を活用した企業との共同研究

 企業誘致に
 向けた
 イノベーション
 創出

 ○ ひろしま医療関連産業研究会活動の展開，支援体制の確保
　・研究会活動の展開，ネットワーキング，コーディネーターの配置
　・他地域のクラスターとの連携

項目 H30 R2
実績

 ○ ビジネスマッチング，県外企業とのネットワークづくり
　・展示会，学会，商談会等への出展支援
　・医療機器メーカーへの売り込み，マッチング活動

5,392

 ○ ゲノム編集技術の産業活用の促進【新規】
　・総合技術研究所における企業支援機能の整備　など

 クラスター形成
 の推進基盤

 県内企業の
 受注拡大

ワーク目標
医療機器等生産額

医療機器等製造企業数

41件 40件

9件 10件

21件 50件

事業目標

県内企業の事業化に向けた新規プロジェクト組成数

県内企業と県外企業とのマッチング件数

広島をフィールドとした実証件数
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重点市場における企業
の海外展開支援

〇海外サポート拠点による商談支援
（ベトナム，インドネシア，欧州）

〇海外協定締結先との連携によるビジネス案件の創出
【協定締結先】
アジア（ベトナム，インドネシア，中国・四川省）
欧州（ドイツ・ドレスデン，オーストリア・グラーツ）

〇海外進出に向けた国内でのハンズオン支援

38,219

査 定 額

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

環境浄化分野の売上高
（Ｈ23年度　1,000億円） 1,546億円 1,500億円

合　　　　　計

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

58,219

58,219

56,878

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　
担当課 海外ビジネス課

事業名 環境浄化産業クラスター形成事業（単県）

目　的

　急速な経済成長により環境問題が顕在化するインドネシア，ベトナム等のアジア地域や，環境意識が高く有望市場
である欧州でのビジネス機会の創出などの支援を行うことで，環境浄化産業の集積，生産規模の拡大を促進する。

事業説明

　対象者

　県内の企業・経済団体，対象国政府，対象国の企業・経済団体など

0 594

県債 一般財源

0 0 0 0 0 594 0 57,625

査定結果
要求どおり

0 57,625

0 0 0 0 0 511 0 56,367

0 0 0 0

（単位：千円）
要求額

海外ビジネス取組企業
への助成

〇広島県環境浄化産業クラスター形成事業補助金
県内企業の海外進出を促進するため，有望かつ積極的な取組を行う企
業に対する助成

20,000

内　　　　容区　　　　分

58,219

成果目標

○ワーク目標

項目 H30年度実績 R2年度目標
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（単位：千円）

査定結果
要求どおり

0 27,810

0 0 0 0 0 0 0 29,274

0 0 0 0 0 0

県債 一般財源

0 0 27,8100 0 0 0 0

成果目標

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

○　航空機産業分野への参入拡大

○　感性工学を活用したものづくりの活性化

項目 H30

項目

　事業内容

支出科目 款：商工費   項：工鉱業費   目：工鉱業振興費　　　　　　　　
担当課 イノベーション推進チーム

事業名 新成長分野・新技術創出支援事業（単県）

目　的

　県内企業が，国内での生産活動を維持すべく，先端技術が求められる成長分野への新事業展開や“価値づくり”が
できた製品の創出など，高付加価値のものづくりに活発に取り組んでいくことにより，将来に亘る競争優位性を獲得
するための産業基盤の形成を図る。

事業説明

　対象者

　県内の製造業企業等

査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

27,810

27,810

29,274

区　分 内　　　　　容 要求額

新成長分野支援事業

○　航空機産業分野への参入拡大に向け，ひろしま航空機産業振興協議
　会を通じた活動支援
　・アドバイザーを活用した新規参入への重点支援，品質管理体制整備
　支援
　・業界への参入レベルに合わせた戦略的な商談機会の提供
　・一貫生産体制の構築へ向けた検討会の運営
　・人材育成講座の開催，採用活動等への支援

15,566

新技術創出支援事業

○　感性工学を活用したものづくりの活性化に向け，ひろしま感性イノ
　ベーション推進協議会を通じた活動支援
　・「感性イノベーション講座」の開催
　・専門家・支援機関とのマッチング支援
　・モニター調査・解析支援

12,244

合　　　　　　計 27,810

H30 R2
実績(H28～H30累積) 目標(H28～R2累積)

2社（13社） 2社（16社）ワーク目標 新規参入・受注拡大企業数

事業目標 “価値づくり”プランに基づいた製品の事業化件数

ワーク目標 顧客が満足する“価値づくり”ができ，差別化さ
れた商品が持続的に創出されている

10件（20件） 10件（40件）

R2
実績(H29～H30累積) 目標(H29～R2累積)

― ―
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81,435

14,257

12,937

22,030

現地事務所の運営 ○広島・四川経済交流事務所の運営（設置場所：成都市内） 16,309

販路拡大支援

食品

消費財等

日本酒

（対象国）マレーシア，ベトナム，シンガポール等
○現地進出や商流確立のための現地における商談機会の
  提供等

（対象国：中国等）
○四川省での西部国際博覧会への出展等
○（公財）ひろしま産業振興機構と連携した上海での
  商談機会の提供

（対象国：フランス等）
○卸売業者との連携による現地レストランや酒販店の
　日本酒に対する理解の促進
　・日本酒アンバサダー（日本酒大使）の設置等
　・県産日本酒のオンラインショップ本格運用等

査 定 額

要 求 額

前 年 度
当初予算額

事 業 費

81,435

81,435

81,273

R元年度実績以上

新しい価値を生み出すビジネス展開

　事業内容

支出科目 款：商工費　項：商業費　目：貿易振興費　　　　　　　　　
担当課 海外ビジネス課

事業名 海外ビジネス展開支援事業（単県）

目　的
　県内企業の海外事業展開ニーズが高く，ビジネスチャンスがあると見込まれる地域・業種において，販路拡大・ビ
ジネスマッチングなどの支援を通じて，県内企業の海外展開を支援するとともに，外国企業との連携を通じて，新し
い価値を生み出すビジネス展開を支援する。

事業説明

　対象者

　県内の企業・経済団体，対象国政府，対象国の企業・経済団体，消費者等

合　　　　　計

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

0 1,782

県債 一般財源

0 0 0 0 0 1,782 0 79,653

査定結果
要求どおり

0 79,653

0 0 0 0 0 1,533 0 79,740

0 0 0 0

消費財等（その他）

海外売上高（増加額）(H25年比)

業務提携件数（Ｈ26～累計）

海外売上高（増加額）(H25年比)

（単位：千円）
要求額

新しい価値を生み出す
ビジネス展開支援

○シリコンバレーと連携した県内企業のイノベーション促進
　・現地コーディネーターを活用した商談支援やビジネスネットワー
    キング等
※ ハワイ州との経済交流事業については，非予算で民間の実施運営
　 を支援

15,902

内　　　　容区　　　　分

成果目標

○ ワーク目標
H30年度実績 R2年度目標

103億円

11件 12件

61.9億円 R元年度実績以上消費財（食品）
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（単位：千円）

支出科目 款：総務費　 項：総務管理費　目：国際交流費
款：労働費　 項：雇用対策費　目：雇用対策事業費

担当課 国際課,雇用労働政策課

財産収入 繰入金 諸収入

外国人材の受入・共
生対策事業
【商工労働局】

多文化共生の地域づ
くり支援事業
【地域政策局】

事業名 外国人材の受入・共生対策事業（一部国庫）【一部新規】

目　的
　県内企業等において，そのニーズに基づき特定技能等の外国人材の受入れが適正かつ円滑に行われ，外国人が，県
内企業で活躍し，孤立することなく県民の一員として地域に溶け込み，安心して生活できる環境を整える。

事業説明

　対象者
　外国人材を受け入れている又は受け入れようとしている県内企業，県内在住の外国人，県民

区　分

0

一般財源

成果目標
○ワーク目標
（就労面）県からの情報提供企業のうち，適切な受入れ環境整備に関し，有益な情報を得ている企業等の割合の向上
         　（R元年実績）42.4%，（R5年目標）80%以上
（生活面）生活で困っていることがないと答えた外国人の割合の向上
         　（R元年実績）33.1%，（R5年目標）40%以上

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金 県債

　事業内容

使用料・
手数料

24,129 0 8,578

要 求 額 52,412 19,705 0 0 0

査 定 額 52,412 19,705 0 0 0

要求どおり

0 24,129 0 8,578

前 年 度
当初予算額 43,187 22,899 0 0 0 0 20,288 0 0

査定結果

内　容 要求額

○外国人への情報提供の充実【拡充】
　県ポータルサイト（Live in Hiroshima）から，生活関連情報，地域
　行事，イベント情報等を多言語でSNS等により発信
○外国人生活環境調査
　外国人に対する生活環境面の取組の効果や課題等を把握するための調査

○外国人専門相談窓口の運営及び地域日本語教室の拡充
　在留資格や労働問題などに関する多言語専門相談窓口の運営と，地域
　日本語教室の拡充に向けた取組を実施

○外国人との共生推進事業【新規】
　外国人が地域と繋がりを持ちながら，生活に必要な情報を共有できる
　仕組みづくりを市町と連携して実施

○異文化理解促進プログラム【新規】
　中学生等を対象とした異文化体験講座等を実施

3,813

39,434

6,458

52,412合　　計

○企業等を対象とした情報提供機会の拡大【拡充】
　外国人材の雇用に課題を抱えている企業等を対象として，セミナー
　及び業界団体からの要請等に応じた出前講座の実施

2,707
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（単位：千円）

（単位：千円）

○ワーク目標

○事業目標

成果目標

Ｒ２年度目標

８位以内

Ｒ２年度目標

○県産品販路開拓支援
　・テストマーケティング等による商品力強化
　・販路開拓に向けた商談会，プレゼン指導　等

8,369

小　　　計 232,329

合　　　計 (債務9,600)
298,626

15位

項　　目
地域ブランド調査　都道府県魅力度ランキング　全国順位
（ブランド総合研究所）

項　　目

査定結果
要求どおり

0
9,600)

199,003

0 0 0 0 0 95,392 0
14,400)

203,647

0 0 0 0 0要 求 額

前 年 度
当初予算額

0 0 0 0 99,623 0
9,600)

199,003

１　ブランド価値の向上
区　　分 内　　　容 要求額

情報発信
○「ひろしま」ブランドの認知・浸透を図るための情報発信
　・県民投稿サイト「日刊わしら」の運営
　・関係部局と連携したブランドコンセプトの情報発信

28,296

Ｒ元年度実績を
上回る件数販路開拓新規取引成立件数

ＴＡＵ売上高 10.56億円 Ｒ元年度実績を
上回る売上

県産品等の報道件数 1,872件 Ｒ元年度実績を
上回る件数

査 定 額

事 業 費

　事業内容

支出科目 款：商工費　　　項：商業費　　　目：商業振興費　　　　　
担当課 ひろしまブランド推進課

事業名 ひろしまブランド推進事業（単県）

目　的
　「ひろしま」ブランドの国内外での認知・評価を高め，魅力ある地域として選ばれることを目指す。その取組みを
通じて，持続的な地域経済の活性化や，県民の愛着・誇りの向上につなげていく。また，首都圏はもとより全国に向
けひろしまの魅力を発信する拠点として「ひろしまブランドショップＴＡＵ」の運営を行う。

事業説明
　対象者
　県民及び県外者，市町，事業者，「ひろしま」ファン等

(債務9,600
298,626

(債務9,600
298,626

(債務14,400
299,039

食の魅力向上
○ひろしまの「食の魅力」を向上させるイベント等の実施
　・県内外の食関係者による食体験イベントの実施
　・料理人コンクールの実施と若手料理人育成の取組

Ｈ30年度実績

113件

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料 財産収入 繰入金 諸収入

99,623

県債 一般財源

0

(債務9,600)
38,001

小　　　計 (債務9,600)
66,297

２　ひろしまブランドショップＴＡＵの運営
区　　分 内　　　容 要求額

Ｒ元年度実績

店
舗
運
営
事
業

施設管理運営費 ○施設管理・運営
　・賃料，共益費，光熱水費，通信費等 201,734

ブランド価値
向上・情報発信

○３Ｆイベントスペース等を活用した広島の魅力発信
　・広島ファンの増加イベント，県産品・地域資源ＰＲイベントの
　　実施
　・店舗の認知性向上のプロモーションとウェブ等を活用した情報
　　発信

22,226

販路開拓支援


